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 通信・放送事業者団体の環境自主行動計画の取組について 

● 電気通信審議会答申（平成１０年５月）により、通信･放送関係業界の地球温暖化対策の実施状
況について、情報通信審議会総会によるフォローアップを実施してきたところ。 

「情報通信を活用した地球環境問題への対応」（平成１０年５月）（抜粋） 

 

 

 

● ２００８年（Ｈ２０）３月の京都議定書目標達成計画全面改定により、２００８年から２０１２年まで
の第一約束期間における我が国の目標達成に向けて、政府全体の取組を強化。 

 

 

 

 
 

 

●  これにより、各事業者団体は、単位当たりの電力消費量等の削減目標を明示した「自主行動計
画」を定め、定量的な指標による削減の取組を開始。 

● 年度ごとの進捗状況についてフォローアップを行い、定期的に情報通信技術分科会で報告。  

改定 京都議定書目標達成計画（平成２０年３月２８日 閣議決定）（抜粋） 

 第２章 第３節 個々の対策に係る目標 
    （略） 対策評価指標は、温室効果ガス別の目標及びエネルギー起源二酸化炭素の部門別の排出量の目安を達成するための個々の対策

に係る目標として定める。（略）  

昨年１１月、当審議会は地球温暖化対策に焦点を絞った中間取りまとめを公表し、その中で「情報通信事業分野における自主的計画策定の支
援」を提言した。これを受け、郵政省では、通信・放送関係業界に自主行動計画の策定を要請し、現在、業界団体において自主行動計画の策定
に向け、作業が進められているところである。 
今後、自主行動計画を確実に推進するため、地球温暖化対策の実施状況について、年１回、当審議会を活用したフォローアップを行うこととす

る。 
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京都議定書自主行動計画の進捗状況（２０１１年度実績） 

○電気通信事業者協会、テレコムサービス協会、日本民間放送連盟、衛星放送協会は、目標指標の原単位が２０１１年度実績
において、目標水準を達成している。これまで行ってきた取組を引き続き実施し、今後とも積極的な取組を期待。 

○また、目標水準を達成できなかった日本ケーブルテレビ連盟、日本インターネットプロバイダー協会、日本放送協会においては、
これまで行ってきた取組を確実に継続・推進することが必要であり、目標に向けた取組の推進を期待。 

対策・施策の進捗状況に対する評価 

団体名 目標指標  
基準年度 

【基準年原単位】 
目標水準 

【目標原単位】 

２０1１年度実績 
(基準年度比) 
【実績原単位】 

CO2排出量 
万t-CO2 

（2010年度） 

(一社)電気通信事業者協会 
                電力消費量 
エネルギー原単位＝              （kwh/件） 
                 契約数 

１９９０ 
【６２.２】 

▲３０％ 
【４３.５】 

▲４７.１％ 

【３２.９】 
４８８.２ 

（３５５.８） 

(一社)テレコムサービス協会 
                電力消費量 
エネルギー原単位＝             （kwh/万円） 
                売上高  

２００６ 
【４.０６】 

▲１％ 
【４.０２】 

▲３.６％ 
【３.９２】 

７.２０ 
（５.５０） 

（一社）日本インターネットプ   
     ロバイダー協会 

                電力消費量 
エネルギー原単位＝               （kwh/Mbps） 
                トラフィック量 

２００８ 
【０.７１０】 

▲１％ 
【０.７０３】 

５０.１％ 
【１.０７】 

０.０１７ 
（０.０１５） 

(一社)日本民間放送連盟 
                CO2排出量 
CO2排出原単位＝                   (t-CO2/億円) 
            放送に関わる有形固定資産額 

２００４ 
【１３４.５２】 

▲１０％ 
【１２１.３】 

▲３０.９％ 
【９３.０１】 

２６.２ 
（３０.４） 

(一社)日本ケーブルテレビ 
      連盟 

                電力消費量 
エネルギー原単位＝               （kwh/世帯） 
                接続世帯数 

２００６ 
【６.３３】 

▲６％ 
【５.９５】 

▲０.８％ 
【６.２８】 

４.６０ 
（４.３６） 

(一社)衛星放送協会 
                電力消費量 
エネルギー原単位＝               （kwh/㎡） 
                 床面積 

２００６ 
【２９２.０】 

▲１０％ 
【２６３.０】 

▲１６.６％ 
【２４３.５】 

０.６８ 
（０.５０） 

日本放送協会 
                CO２排出量 
CO２排出原単位＝                 (t-CO2/百万円) 
              有形固定資産総額 

２００６ 
【０.２６１】 

▲８％ 
【０.２４0】 

▲０.５％ 
【０.２６０】 

２１.７ 
（２３.９） 
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参考資料 

ＩＣＴと気候変動に関する総務省の主な取組 



ＩＣＴ利活用によるＣＯ２削減への貢献 

○ICTの利活用によるCO2削減が期待。（総務省試算：12.3%の削減可能性 (90年比)） 

○総務省目標：２０２０年までにICTパワーによるCO2排出量１０%以上(９０年比）の削減 
○国際電気通信連合（ＩＴＵ）にて、環境影響評価手法の標準化作業が進められている。（韓国、EUなどが積極的に標準  
 化作業に参加） 
○ICTの利活用による東日本大震災以降の電力需給のひっ迫対策も期待。 
 （国際電気通信連合（ＩＴＵ）は、電気通信に関する国際協調を目的とした国際連合の専門機関の一つ） 

エネルギー利用効率の改善 物の生産・消費の効率化・削減

人・物の移動の削減 環境計測・環境予測

・ ＩＴＳ（ETC、VICS、信号機の集中制御化）
・ BEMS（ビルエネルギー管理システム）
・ HEMS（家庭用エネルギー管理システム）

・ サプライチェーンマネジメント
・ 電子出版、電子配信
・ ペーパーレスオフィス

・ ＣＯ２計測用ライダ
・ センシングネットワーク
・ 地球シミュレータ

・ オンラインショッピング、オンライン取引
・ テレワーク、ＴＶ会議
・ 音楽、映像、ソフト配信
・ 電子申請（税申告・オンラインレセプト）

ICTの利活用

一般
家庭

事務所・
店舗

生産・流通・
輸送

ＩＣＴ分野全体のＣＯ２排出量とＩＣＴの利活用によるＣＯ２削減効果 

○｢ ICT分野そのものの環境負荷軽減(Green of ICT)｣と｢ ICTの利活用による社会経済活動の環境負荷軽減(Green by 
ICT)｣それぞれの評価方法や標準化モデルを策定し、ITU等へ標準化提案を行う。 

 → ①2011年11月「グリーンデータセンタのベストプラクティス」、②2012年3月「ICT製品・ネットワーク・サービスの環境影   
    響評価手法」、③2012年5月「直流給電システムのインターフェース仕様」がそれぞれITU-Tで勧告化。 
○ICT分野における低炭素社会促進事業により、ICT利活用によるCO2削減効果の評価手法の標準化作業を主導。 

 →ＣＯ２削減に有効なICT利活用を促進。 
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Green of ICT:データセンタにおける空調等による省エネの実証実験（H21～23年度） 

● クラウド技術利用のＩＣＴの進展によって、データセンタの利用は今後飛躍的に拡大することが考えられており、これに伴
い、消費電力の増大も懸念される。 

● データセンタの消費電力のうち４０％以上を占める空調等による消費電力を抑えて、効率的にデータセンタ全体の消費
電力の低減を図るため、データセンタの空調等による省エネの実証実験を行い、標準化モデルの構築を推進。 

熱 熱 熱 

空調による冷却 

外気導入によ
る冷却 

 外気や雪氷等を利用した
空調方式の実証  都心近郊データセンター 

PUE1.5～2.5 

低温地域データセンター 

PUE1.2～1.5 

高速ネットワーク 
仮想化（共通基盤） 

PUE/CO2排出量
監視・管理サーバ 

気象データ 

クラウドを活用した空調と 
サーバの統合運転管理の実証 

電源設備 IT機器内

ＤＣ
300V以上

３.３Ｖ
ｅｔｃ．

ＤＣ
｜
ＤＣ

ＡＣ
｜
ＤＣ商

用
電
源 高圧直流受電

CO2 CO2 

 直流と交流の変換ロスを
削減する効率的な給電方法  

変換ロス：小 
外気空調 

気化式空調 

一般空調 

局所空調 

 気候、スペース効率を考慮した
空調方式の組み合わせの検証 

管理サーバ 

出典：“Powering Compute Platforms in High Efficiency Data Centers”
(Intel Developer Forum, Fall2006) をもとにＮＥＣ作成

付帯設備の

使用電力削減

IT機器自身の
使用電力削減ファンファン ４％４％電源電源

１３％１３％

空調空調
４４％４４％

ＵＰＳ
電源分配

７％

ＣＰＵ、メモリ、ＨＤＤＣＰＵ、メモリ、ＨＤＤ
３２％３２％

H21年度実証実験 

H22年度実証実験 
H23年度実証実験 

5 



ネットワーク統合制御システム 
           標準化等推進事業 

【宮城県栗原市（東北大学等） 】 
生活拠点や都市機能が広域に分散する地域（広域分散型地域コ
ミュニティ）を一体化し自然環境と人が共生するためのＩＣＴシ
ステムを構築する。 

【長崎県五島市（慶應義塾大学等） 】 
港湾ターミナルを中心とし、既に独立して
策定されている各種標準化案件（通信網・
通信QoS・セキュリティ・情報家電・
EV/ITS・スマートグリッド）を利用し、
それらを統合するための通信システムを構
築する。 

環境負荷軽減型地域ＩＣＴ 
        システム基盤確立事業 

【青森県六ヶ所村（弘前大学等） 】 
各家庭に設置したセンサーによって電力使用量を測
定するとともに、地域ネット－ワーク接続型クラウ
ド内の需要予測シミュレーションシステムにより、
電力利用の効率化・最適化の実現を支援するICTシス
テムの構築・実証を行う。  

【愛媛県松山市（鹿島建設株式会社等） 】 
住宅地において宅内等の通信の技術仕様の検証を行い、電気･ガ
ス･水道・自動車等の複数のエネルギー･資源を対象として、日
本型スマートグリッドの可能性を検証する。  

【福岡県北九州市（NTT西日本株式会社等） 】 
コミュニティ内のエネルギーマネジメントシステムのための通
信基盤の信頼性とセキュリティの確保やエネルギーの見える化
を行い、環境負荷軽減への貢献度を検証する。  

【熊本県熊本市（熊本赤十字病院等） 】 
病院を中心にした地域コミュニティにおいて、エネルギー消費
の実態を見える化し、データ等から電力使用量の予測シミュ
レート等を行うための仕様を構築する。また、将来的に必要と
される、地域蓄電情報システム及び電力融通システムのシミュ
レート及び制度検討も行う。  

Green by ICT: 地域における環境負荷軽減のための実証実験の概要（Ｈ22年度） 6 



Green by ICT: ICTの利活用による環境負荷軽減の実証実験（H23年度） 

● 企業ビル等と家庭の2つのフィールドにおいてICTを活用したCO2排出量削減効果の検証を実施。（BEMS・
HEMS） 

● ICTを利活用し、電力等のエネルギー消費量を測定すると共にそれらの情報をネットワークにより集約し、

効果的にエネルギー消費削減を実現する自動制御システム等を構築し、 オフィスビル及び住宅のそれぞれ

において、システム導入前／後のエネルギー消費量を測定してCO2排出量削減効果を算出・検証する。 

人体感知センサー 

子供部屋 

寝室 

無線計測アダプタ装置 
（コンセント子機） 
（情報収集用） 

電力モニター 

無線計測アダプタ装置 
（親機） 

（情報収集用） 

居間 キッチン 

表示・監視用PC 

HEMSサーバ 

ネットワーク機器 

温湿度センサー 
（子局）  

照明 
温湿度セン
サー 
（親局）  

熱源 空調 

ネットワーク機器 

【管理室】 
中央監視装置（BAS/BMS）、BMSソフトウェア、 
ビル監視制御システム、可視化・分析アプリ、監視PC 

ＩＣＴの徹底活用による各分野のグリーン化 

環境クラウド 
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国際標準化に向けた取組（H23～24年度） 8 

• データセンターを新しく建設・改修する際に、環境負荷の削減を目的とした設備、機器、管理計画等を導入するため
のベストプラクティス 

• 総務省における次の実証実験結果を反映 

 寒冷地での自然エネルギーを活用した冷却方式の検証として、雪氷冷却・外気冷却・一般冷却方式を組み併せ
た実証実験 

 都市部における省エネルギー対策として、エネルギー効率及びスペース効率を考慮した、局所冷却・気化式冷
却・外気冷却・一般冷却方式の組み合わせやサーバラックの最適配置等の実証実験 

• 通信事業者ビル・データセンターなどの電力消費量削減の一手段として有効な高電圧直流給電システムについて、
従来の交流給電方式から移行する際に必要となる電圧などのインターフェースや本システムを安全に運用するため
の接地方法などを定めた仕様 

• 総務省における実証実験（通信事業者ビル・データセンターにおける高電圧直流給電による省エネルギー・省資源化
対策のための実証実験）の結果を反映 

• ICT製品・ネットワーク・サービスの環境負荷軽減効果を計算するための評価手法に関する基本的な枠組 

• ICTサービス等を構成するハードウェア資源、消費するエネルギーや物量に伴うCO2排出量を、「物の消費」や「人・物
の移動」等「８つの活動項目」に整理し、それぞれ「原材料取得」「製造」「使用」「廃棄/リサイクル」にいたるライフサイ
クル全体にわたって算出することを規定 

●ITU-T L.1200 「直流給電システムのインターフェース仕様」 （平成24年5月29日付け勧告化） 

●ITU-T L.1300 「グリーンデータセンタのためのベストプラクティス」 （平成23年11月29日付け勧告化） 

●ITU-T L.1410 「ICT製品・ネットワーク・サービスの環境影響評価手法」 （平成24年3月8日付け勧告化） 
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ITU(国際電気通信連合)における「ICTと気候変動」に関する標準化 

ＩＴＵ－Ｔ ＳＧ５ ＷＰ３におけるＩＣＴと気候変動に関する検討 

課題名 検討内容 備考 

Ｑ１３ 
ｅ－ｗａｓｔｅを含む環境影
響の低減 

携帯電話やその他ＩＣＴ機器のユニバーサ
ル充電器の勧告等の策定 

Ｑ１４ 

発展途上国における
ルーラル通信のための
低コストで持続可能な通
信インフラの整備 

発展途上国における低コストで持続可能な
通信インフラの構築 

Ｑ１５ 
ＩＣＴと気候変動適応 ＩＣＴ利活用による気候変動への適応に関

する検討 

Ｑ１６ 
（新規） 

ＩＣＴによる環境持続可能
性の活用と強化 

ＩＣＴ分野におけるエコレーティング、エコラ
ベル等の検討 

Ｑ１７ 
ＩＣＴ分野のエネルギー効
率及び気候変動に関す
る標準化活動の協調 

省エネ型データセンター等のベストプラク
ティス等の策定 

・主な取組実績：Ｌ．１３００（グリーンデータ
センターのためのベストプラクティス） 

Ｑ１８ 
 ＩＣＴによる環境への影
響評価手法 

ＩＣＴによる環境影響評価手法の勧告案の
検討（プロジェクトレベル、都市レベル、国
レベル） 

・主な取組実績：Ｌ．１４１０（ＩＣＴ製品・ネット
ワーク・サービスの環境影響評価手法） 

【アソシエートラポータ： 富士通 端谷氏】 

Ｑ１９ 
給電システム 高電圧直流給電（HVDC）の仕様、構成、性

能等に関する検討 
・主な取組実績：Ｌ．１２００（直流給電サー
ビスのインターフェース仕様） 

【アソシエートラポータ： NTT-AT 近藤氏】 
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